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お
　
知
　
ら
　
せ

「
国
勢
調
査
」を
か
た
る
不
審
な 

        
電
話
に
ご
注
意
く
だ
さ
い

　

７
月
１
日
、
県
内
の
一
般
世
帯
に
、
国

勢
調
査
を
か
た
っ
た
不
審
電
話
が
あ
り
ま

し
た
。
女
性
の
声
で
「
国
勢
調
査
の
関
係

で
電
話
を
し
て
い
る
」
な
ど
と
話
し
、
家

族
構
成
・
年
金
額
・
年
金
の
種
類
・
預
金

額
・
預
金
先
な
ど
の
個
人
情
報
を
聞
き
出

そ
う
と
し
た
も
の
で
す
。

○�

前
回
の
国
勢
調
査
は
平
成
22
年
に
実
施

済
で
す
。
次
回
の
国
勢
調
査
は
平
成
27

年
に
実
施
す
る
予
定
で
す
。

○�

国
勢
調
査
に
つ
い
て
の
電
話
に
よ
る
問

い
合
わ
せ
な
ど
は
、
現
在
実
施
し
て
い

ま
せ
ん
。

　

国
勢
調
査
を
か
た
る
不
審
な
問
い
合
わ

せ
に
は
、
い
っ
さ
い
回
答
し
な
い
よ
う
お

願
い
し
ま
す
。

　

統
計
調
査
を
か
た
る
不
審
な
電
話
や
訪

問
が
あ
っ
た
場
合
は
、
市
役
所
地
域
振
興

課
（
☎
63
―
４
１
５
２
）
ま
で
ご
連
絡
く

だ
さ
い
。

平
成
25
年
度 

新
潟
県
警
察
官
採
用
試
験 

（
平
成
26
年
４
月
採
用
予
定
）

受
験
資
格

○
男
性
・
女
性
警
察
官
Ａ
（
大
学
卒
業
者
）

　

昭
和
58
年
４
月
２
日
以
降
に
生
ま
れ
た

方
で
、
次
の
①
②
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る

方①�

学
校
教
育
法
に
よ
る
大
学
（
短
期
大
学

を
除
く
）
を
卒
業
し
た
方
ま
た
は
平
成

26
年
３
月
31
日
ま
で
に
卒
業
す
る
見
込

み
の
方

②�

新
潟
県
人
事
委
員
会
が
①
と
同
等
と
認

め
る
方

○ 

男
性
・
女
性
警
察
官
Ｂ
（
大
学
卒
業
者

以
外
）

　

昭
和
58
年
４
月
２
日
か
ら
平
成
８
年
４

月
１
日
ま
で
に
生
ま
れ
た
方
（
た
だ
し
、

前
記
①
②
い
す
れ
か
に
該
当
す
る
方
を
除

く
）

受
付
締
切　
８
月
15
日
㈭

申 

込
先　
佐
渡
西
警
察
署
・
佐
渡
東
警
察

署
（
郵
送
ま
た
は
持
参
、
電
子
申
請
で

受
け
付
け
ま
す
）

試
験
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

○
第
１
次
試
験
日　

９
月
22
日
㈰

　

試�

験
会
場　
【
警
察
官
Ａ
】新
潟
市
、【
警

察
官
Ｂ
】
新
潟
市
・
長
岡
市
・
上
越

市

　

試�

験
内
容　

教
養
試
験
、
体
力
検
査
Ⅰ

　

第
１
次
試
験
合
格
発
表
日

　
　

10
月
10
日
㈭

○
第
２
次
試
験
日

　

１
日
目　

10
月
19
日
㈯

　

２
日
目　

11
月
15
日
㈮
～

　
　
　
　
　
　
　
　
　

12
月
３
日
㈫

　

試
験
会
場　

新
潟
市

　

試�

験
内
容　
【
警
察
官
Ａ
】
論
文
試
験
、

【
警
察
官
Ｂ
】
作
文
試
験
、【
警
察
官

Ａ
・
Ｂ
】
適
性
検
査
・
身
体
検
査
・

体
力
検
査
Ⅱ
・
面
接
試
験

　

最
終
合
格
発
表
日　

12
月
20
日
㈮

※�

各
試
験
の
実
施
、日
程
、試
験
内
容
等
は
す
べ
て

予
定
で
す
。試
験
職
種
お
よ
び
採
用
予
定
人
員

に
つ
い
て
は
、そ
れ
ぞ
れ
の
受
験
案
内
で
お
知
ら

せ
し
ま
す
。

お
問
い
合
わ
せ

　

佐
渡
西
警
察
署　

☎
74
―
０
１
１
０

　

佐
渡
東
警
察
署　

☎
27
―
０
１
１
０

個
人
事
業
税
の
第
１
期
分
の 

納
期
限
は
９
月
２
日
㈪
で
す

　

個
人
事
業
税
の
第
１
期
分
の
納
税
通
知

書
が
、
８
月
８
日
㈭
に
発
送
さ
れ
ま
し
た

の
で
、
期
限
内
の
納
税
を
お
願
い
し
ま
す
。

な
お
、
納
税
に
つ
い
て
は
安
全
で
便
利
な

口
座
振
替
を
お
勧
め
し
ま
す
。
自
動
車
税

も
口
座
振
替
納
税
が
で
き
ま
す
。

　

申
込
手
続
な
ど
詳
し
く
は
、
新
潟
県

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
「
に
い
が
た
県
税
の
窓
口

（
県
税
の
納
税
と
証
明
）」（http://w

w
w
.

pref.niigata.lg.jp/zeim
u/koza.htm

l

）

を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

お
問
い
合
わ
せ

　

佐
渡
地
域
振
興
局
県
税
部

　

☎
74
―
３
２
７
３
・
74
―
３
３
１
０

有
　
料
　
広
　
告

　佐渡南西沖の海底に見込まれた大規模油田は、試掘において
ほとんど石油、天然ガスが採掘されませんでした。
　一方、本年３月に世界で初めて日本がガスの抽出に成功したメ
タンハイドレートは、本国周辺に、国内の天然ガス需要の１００
年分が埋蔵されていることが見込まれると報道されています。
　そして、国の委託を受けた大学法人の研究機関が本年６月か
ら３年間の計画で、佐渡沖を含む上越沖で海底を調査していて、
経済産業省資源エネルギー庁は商業化を５年後を目標にすると
公表しました。
　これについても実現性は不明確です。
　しかし、実現した場合には、この採掘事業に関与することが佐

渡にとって、極めて有意義となります。
　当事務所では、佐渡からメタンハイドレート採掘施設への物資
（食料品、日用品）の提供事業、海上施設の従業者用の陸地にお
ける住居の提供事業、貯蔵等施設の誘致に取り組まれる事業者・
団体の方々にアドバイスなどして支援致します。
　まずは、御相談を。

後藤海事代理士行政書士佐渡ヶ島事務所
　所長　海事代理士　行政書士　コンサルタント
　　　　　　　　　　専門職博士　後　藤　浩　昌
新潟県佐渡市小木町４６５（上町）
電話0259－86－1100　携帯電話080－3434－9936

佐渡沖メタンハイドレート採掘施設に関与する事業をサポートします


